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羽曳野市会議員団

　２０１６年、新しい年を迎えました。
　日本共産党市会議員団は、住民の皆さんの願いを何より
も大切にし、その願いが届く市政をつくるために奮闘して
います。また、平和と民主主義を守り発展させるためにも
力を尽くし活動しています。
　今の国や、地方自治体を取り巻く状況はどうでしょうか。
「安保関連法制」などにみられるように立憲主義の破壊
や、住民の願いがまともに届かず民主主義をも踏みにじら
れる状況ではないでしょうか。
　こうした状況が広がる年頭にあたり、日本共産党市会議
員団は、皆さん方と力をあわせ「住民こそ主人公」という
当たり前の政治をつくっていく決意を新たにしています。

　大阪府は維新の政治のもとで、経済・財政面は、雇用者報酬や家計消費
率が全国以上に落ち込みました。借金は７年間で５,５００億円増え、暮らしや
福祉では、１,５５１億円もの施策の廃止や削減が行われてきました。
　その結果、羽曳野市にも影響が及んでいます。市は「街かどデイハウス支
援事業補助金、高齢者住宅改造に対する補助金、地域見守り事業補助金、
障害者ガイドヘルパー派遣事業補助金、障害者福祉作業所小規模通所授産
施設への補助金、学校安全緊急対策事業補助金などが影響を受けた。」と答
弁し、古市府営住宅は、全体より２００戸減らして建て替える予定です。
　また大企業中心の大型公共事業を最優先し、府民の暮らしや福祉を削る「大
阪都構想」について、市長は「興味は持っていない。府補助金の削減には
大きな影響はない」と答弁。市長は府補助金の削減に対し、府民・市民の
暮らしや福祉を守る立場に立つべきです。
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府補助金削減・「都構想」に反対し、
住民の暮らし守れ！

　今回の計画では、島泉保育園の今後については不透明です。また
10月現在でもまだ69名の待機児童がいますが、「こども園」は待機児
童の多い０歳～２歳児の保育はありません。幼稚園や保育園について、
いまだに市の方針があいまいで決められていません。もっと住民の声
を聞いて施策に反映させ、子育て支援のニーズに応えるべきです。

「西部地区こども園」計画は、
住民の声を聞いて進めるべき

　所得税法56条は、明治の家父長制度のなごりで、家族の働き分を必要経
費に認めていません。白色申告では、妻（配偶者）は年間86万円、その他
家族は50万円の専従者控除のみです。交通事故の補償も控除分しかありま
せん。後継者づくりにも大きな支障になっています。
　全業者に記帳義務がある中、申告形態に関わらず、家族の働き分を認める
べきです。日本国憲法にも、女子差別撤廃条約にも違反している所得税法
56条の廃止を強く国に求めるよう要望しました。

家族の働き分を認めない
所得税法56条の廃止を！

　請願で寄せられた「こども園は住民参加で検討し、保育・子育て支援の
予算増額や待機児童解消を」などは羽曳野市としても取り組んでいくべき
ことであり採択すべきとしましたが、反対多数で不採択となりました。不採
択とした他の議員は「請願内容は否定はしないが、市として年々子育て支
援の充実を図っている」として、市民の願いに背を向けました。

6126名の
「子育て支援拡充の
請願」採択に奮闘

日本共産党

日本共産党を除く自民・公明・維新・民主
などすべての議員は不採択

願いが届く
市政実現へ

こども園

当初計画

●高鷲幼稚園
（４・５歳児）

●島泉保育園

変更計画

●高鷲幼稚園
（４・５歳児）
●新たな保育園
（3・4・５歳児）


